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国内の緑茶飲料原料茶葉供給における
企業間取引の成立条件

 

根師　梓*・藤島廣二**
 

要約：本稿の目的は，緑茶飲料の原料が，中国産から国産に転換しつつある状況において，国内の茶
産地から緑茶飲料の原料茶葉をより多く供給することが可能であることを実証するため，国産の緑茶
飲料用原料茶葉供給を推進しうる企業間取引の成立条件について明らかにすることである。
　茶関係の統計資料の分析および緑茶飲料原料用の茶葉を扱う製茶企業への聞き取り調査により，原
料茶葉供給における企業間取引が成立するための基本的条件として，平坦部の茶園において生産の機
械化を進め，大規模な茶園および荒茶加工施設を設置することによって，低位原料茶葉価格を実現す
ることの必要性が明らかとなった。また同時に，そうした低位原料茶葉価格を実現する上で，製茶企
業が契約に基づいて大手茶系飲料メーカーと原料茶葉を一括して取り引きすることの重要性も明らか
になった。

 
キーワード：緑茶飲料，原料茶葉，平坦部産地，大規模化

 

　Ⅰ． 本研究の課題と研究方法

　1980 年代後半にペットボトル入り緑茶（以下，
緑茶飲料）が登場し，1990 年代後半にかけて，そ
の販売量及び消費量が増大した。それに対応して，
緑茶飲料製造業界では原価を低く抑えるために安
価な原料茶葉の需要が高まった。そこで，各企業
は中国に生産拠点を移転し，日本の緑茶飲料向け
原料茶葉の生産を開始し，対日輸出を開始した。
その結果が，今では周知の事実となった中国産緑
茶の輸入量の大幅な増加であった。
　ところが，中国産農産物残留農薬問題の発生以
降，同国の対日緑茶輸出量は減少傾向を示し始め，
2006 年以降は明白な減少傾向に陥った1）。このこ
とは日本の緑茶製造企業が同問題の発生を契機
に，安全性の視点から原料茶葉の調達先を中国か
ら日本国内に転換しつつあることを示唆する。す
なわち，原料茶葉を供給する産地が日本国内で増
加しているとみられる。
　しかし，緑茶の生産・流通に関する既存の研究

成果をサーベイすると，緑茶飲料に対抗する視点
から茶産地での茶工場の再編のあり方2），銘柄茶
ブランドの確立の重要性3），茶工場と農家の連携
の必要性4）を論じた成果がほとんどである。緑茶
飲料製造企業による原料茶葉の国産緑茶への転換
という変化については，わずかな言及さえ行われ
ていない。
　そこで本稿では，国内における緑茶飲料の原料
茶葉供給が成立しうる条件を，国内の緑茶産地の
動向と個別企業事例の分析を通して，国内企業間
取引の成立条件として究明することにする。これ
によって，国内の茶産地から緑茶飲料の原料茶葉
を供給することが可能であることを実証する。
　研究方法は，茶関係の統計資料の分析，緑茶飲
料製造企業や緑茶飲料原料用の茶葉を生産してい
る製茶企業への聞き取り調査，およびそれらに基
づく考察である。

　Ⅱ． 主産府県における茶園の傾斜度別面積と
機械導入状況の概要

　まず初めに国内における茶生産の状況について
みると，図 1から明らかなように，国内における

  * 在上海日本国総領事館
** 東京農業大学国際食料情報学部
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茶の栽培面積および生産量は縮小・減少傾向にあ
る。しかし，その一方で茶の単収は 2004 年以降，
2000 年前後の時期に比べてもさらに増加したと
みられる。このことは単収が低い産地がより大幅
に後退したか，あるいは残存産地で単収が増加し
たことを意味する。
　そこで，主産府県5）別の荒茶生産量の推移につ
いてみると（図 2参照），2010 年の荒茶生産量は，
静岡県，鹿児島県，三重県，宮崎県，京都府，福
岡県の順となっているが，その推移をみると，静
岡県と三重県は減少傾向，京都府は微減傾向を示
している。これに対し，鹿児島県は増加傾向，福

岡県と宮崎県は微増傾向にある。この違い主に生
産時の機械化の進展度の差，すなわち作業の難易
度に起因すると言われていることから，主産府県
における茶園への収穫機（摘採機）導入状況と茶
園の傾斜度別面積をまとめてみたのが表 1 であ
る。
　同表から明らかなように，傾斜度が 0～5 度の
面積が 70 % 以上を示しているのは，鹿児島県，
三重県，宮崎県となっている。特に，鹿児島県は
99 % 以上を示しており，ほとんどの茶園が平坦
部に立地している産地である（以下，「平坦部産地」
と呼称）。一方，傾斜度が 10 度以上の面積の割合

図 1　国内における茶栽培面積・生産量・単収の推移
（出所）『茶関係資料』日本茶業中央会，各年版。

図 2　各主産府県における荒茶生産量の推移
（出所）『茶関係資料』日本茶業中央会，各年版。
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が比較的多いのは，静岡県，京都府，福岡県となっ
ており，中山間地帯に比較的多くの茶園が存在し
ている産地と言える（以下，「山間部産地」と呼称）。
　さらに，平坦部産地と山間部産地における乗用
型摘採機6）の導入状況をみると（表 1参照），平坦
部産地の三重県は 32.6 % にとどまっているもの
の，鹿児島県は 88.2 %，宮崎県は 82.2 % と高い割
合を示している。両県の場合，平坦部で機械化が
進んでいることから，作業効率はきわめて良好と
言えよう。一方，山間部産地の京都府は 7.5 % と
最も低いが，静岡県で 39.3 %，福岡県は 48.2 % に
達する。山間部産地の中では福岡県が比較的機械
化が進むなど，作業効率が相対的に高いとみられ

る。
　ちなみに，主産県の単収の推移をみると（図 3
参照），鹿児島県は 300 kg/10 a 前後，三重県と宮
崎県は 200 kg/10 a 前後である。三重県と宮崎県
の場合は山間部産地である静岡県と京都府の
200 kg/10 a と同じである。ただし，静岡県と京
都府の単収は年々減少する傾向にある。もうひと
つの山間部産地である福岡県は 150 kg/10 a 前後
と低いものの，年々増加傾向にある。これらから
判断すると，機械化によって単収が低下するとは
一概には言えない。それどころか，作業効率を上
げ，収益性を高める作用が大きいとみるべきであ
ろう。

表 1　各主産府県における茶園の傾斜度別面積および乗用型摘採機の導入状況

主産 5府県

傾斜度区分
栽培面積

乗用型摘採機の導入状況

0～5度 割合 5～10 度 割合 10～15 度 割合 15 度以上 割合 台数 導入面積 割合
ha ％ ha ％ ha ％ ha ％ ha ha ％

静岡県 9,601 65.2 5,130 34.8 14,731 1,956 5,796.0 39.3

鹿児島県 8,660 99.7    30  0.3 － － － －  8,690 1,373 7,664.0 88.2

三重県 2,790 86.9   210  6.5   190  5.9  20  0.6  3,210   293 1,045.6 32.6

京都府   357 21.8 1,015 62.0 267 16.3  1,,639    54   122.5  7.5

福岡県   446 28.2   635 40.2   346 21.9 153  9.7  1,580   204   761.3 48.2

宮崎県 1,027 77.3   124  9.3    85  6.4  92  6.9  1,328   243 1,091.2 82.2

（出所）1）『茶関係資料』日本茶業中央会，2011 年版。
　　　 2）静岡県については，『静岡県茶業の現状（お茶白書）』静岡県経済産業部農林業局茶業農産課，2011 年版。
　　　 3）京都府については，『京都府茶業統計』京都府農林水産部農産課，2010 年度版。
（注）1）静岡県の傾斜度区分は，0～10 度と 10 度以上となっている。
　　 2）京都府の傾斜度区分は，0～5度，5～10 度，15 度以上と 3つに区分されている。
　　 3）静岡県は，2011 年版の資料を使用しているが，2005 年以降，傾斜度別面積の統計が取られていないため，2005 年の数値となっている。
　　　　他 5県は 2010 年の数値である。

図 3　各主産府県における単収の推移
（出所）『茶関係資料』日本茶業中央会，各年版。
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　このようなことから，近年における国内での茶
の単収の増加，すなわち茶生産の存続は，平坦部
産地を中心とした乗用型摘採機の導入によるとこ
ろが大きい7）と判断できる。そして，その平坦部
産地の中核に位置しているのが鹿児島県であり，
それに次ぐのが宮崎県と言える。

　Ⅲ． 平坦部産地における茶園・加工工場の大
規模化

　⑴　鹿児島県茶業における大規模化の状況
　鹿児島県と静岡県における茶業の状況を比較し
た表 2によると，依然として国内茶業において静
岡県の割合が高いことが分かる。しかし，1農家

当たりの栽培面積および荒茶生産量，1工場当た
りの荒茶加工量をみると，鹿児島県の規模が大き
い。
　さらに詳しく，鹿児島県茶業の推移を表した表
3によると，鹿児島県の茶栽培面積は年々拡大し，
そのほとんどが専用茶園である。また，荒茶生産
量および荒茶生産額も拡大傾向にあるが，荒茶工
場および栽培農家戸数は減少している。1工場当
たりの荒茶加工量は，1980 年の 18t から 2005 年
以降は 35t 以上となり，1農家当たりの栽培面積お
よび荒茶生産量も，1980 年の 0.11 ha，201 kg から
2005年以降は常に1.4 ha以上，3,000 kg以上となっ
ており，2009 年には 2.12 ha，5,698 kg にもなって

表 3　鹿児島県における茶業の推移
茶栽培面積

荒茶生産量 荒茶生産額
荒茶工場数 栽培農家戸数

年 内専用茶園 1工場当たりの
荒茶加工量

1農家当たりの
栽培面積

1農家当たりの
荒茶生産量

（ha） （ha） （t） （億円） （工場） （t/ 工場） （戸） （ha/ 戸） （kg/ 戸）

1980 7,390 6,390 13,556 184 772 18 67,390 0.11 201 
1985 7,610 6,910 12,413 178 814 15 48,200 0.16 258 
1990 7,590 7,080 13,800 214 814 17 34,900 0.22 395 
1995 7,460 7,130 15,400 270 748 21 17,300 0.43 890 
2000 8,040 7,850 18,900 311 698 27 9,790 0.82 1,931 
2005 8,390 8,270 23,900 329 665 36 6,115 1.37 3,908 
2006 8,460 8,350 23,300 293 659 35 5,715 1.48 4,077 
2007 8,530 8,420 24,100 317 657 37 5,375 1.59 4,484 
2008 8,660 8,550 26,000 295 645 40 4,706 1.84 5,525 
2009 8,690 8,600 23,400 217 625 37 4,107 2.12 5,698 

（出所）『茶業手帳』JA鹿児島県経済連茶事業部，2011 年版。

表 2　鹿児島県と静岡県における茶業の比較
項　　目 全国 鹿児島県 静岡県 年

茶（生葉＋荒茶）産出額（億円） 1,311 278 581 
2007 年

割合（％）   100 21 44 

茶栽培農家数（戸） 102,400 6,115 17,731 
2005 年

（全国は 2001 年）

茶園面積（ha） 48,000 8,660 19,700 
2008 年

1 戸当たり面積（ha） 0.47 1.42 1.11 

荒茶生産量（t） 93,500 26,000 40,100 
2008 年

1 戸当たり荒茶生産量（t） 0.91 4.25 2.26 

荒茶工場数（工場） 3,939 657 2,102 
2007 年

1 工場当たり荒茶加工量（t） 23.74 39.57 19.08 

（出所）1）全国については，『茶関係資料』日本茶業中央会，各年版。
　　　 2）鹿児島県については，『茶業手帳』JA鹿児島県経済連茶事業部，2011 年版。
　　　 3）静岡県については，『静岡県茶業の現状（お茶白書）』静岡県経済産業部農
　　　　　林業局茶業農産課，2011 年版。
（注）使用している資料は，各年版および最新版であるが，数値は表に記載されている
　　 年の通りである。
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いる。
　以上のことから，依然として国内茶業の中で静
岡県茶業の割合は高いものの，鹿児島県茶業の推
移から明らかなように，同県の規模が全国平均や
静岡県を上回っていると言うだけでなく，2005
年以降，その規模が大きく拡大したことが明らか
である。
　⑵　緑茶飲料の原料茶葉供給企業による茶園・

加工工場の大規模化
　ここでは，大手茶系飲料メーカーに緑茶飲料の
原料茶葉を供給している鹿児島県のHS社と宮崎
県のA社を事例にあげて，茶園・加工工場の大
規模化について，さらに考察を深める。
　まず，HS社は鹿児島県 S市にあり，S市は以前，
さつまいもの生産が主流で 1,000 ha 以上，茶の栽
培面積は 200～300 ha であったが，現在は茶の栽
培面積が 1,000 ha 以上，さつまいもは 200～300 ha
と，栽培構成は逆転している。その背景には，茶
園の大規模化，摘採の機械化が進み，効率的な生
産により，利益が得やすくなったことがあげられ
る。
　こうした状況にある中，事例企業のHS社では，
茶園を大規模化し 120 ha の自社茶園を創出し，
乗用型摘採機も 8台所有している。他にも，40～
50 戸の系列農家から原料を調達している8）が，
それらの農家も 1戸あたりの茶園面積は 2～3 ha
と比較的大きい。そういったことから，HS社の
年間荒茶取扱量は 200～300t となっており，加工
工場においても，1時間に 5,000 kg の生葉を荒茶
にする加工ラインを 2本所有し，生産・加工とも
に大規模化が進んでいる。
　つぎに，緑茶飲料の原料茶葉を生産している
A社について見ると，A社は宮崎県M市にあり，
M市の主力産業は畜産で，飼料作物の生産が盛
んである。しかし，飼料作物の利益率は低いこと
からM市では，より利益率の高い作物への転換
を進めている。その際，短期間の転換作物が加工
原料用のにんじんとさつまいも9）で，長期間の転
換作物が茶である。なお，M市では農業従事者
の高齢化から遊休農地が増加しているが，そのこ

とも長期転換作物である茶の栽培を促進する要因
となっている。
　このようなM市の状況への対策として，農協
は茶生産を主に行うA社を，子会社として設立
した10）。A社は，M市で増加している遊休農地
を茶園用に整地化し11），社員および臨時職員12）に
よって茶生産を行っている。遊休農地は必ずしも
1ヵ所に集まっているわけではないため点在して
いるが，整地化された茶園は 100 ha あり，1ヵ所
あたり 2～3 ha，最も広く集約化されている茶園
は 10 ha となっている。
　A社で生産した茶は，すべてM市の農協に販
売され荒茶加工される。農協が所有している加工
工場では，緑茶飲料原料専用の荒茶加工機械を導
入し，通常の荒茶加工の半分の時間で緑茶飲料原
料の荒茶を製造し13），生葉から荒茶加工の処理能
力は 1時間 3,000 kg となっている。
　このように，緑茶飲料の原料茶葉を供給するた
めに，事例企業では茶園および荒茶加工工場の大
規模化を進めている。

　Ⅳ． 原料茶葉価格の低位化と大手茶系メーカー
との取引の推進

　⑴　輸入茶に匹敵する平坦部産地茶の低価格化
　上述したように，鹿児島県茶業の規模は拡大し
ているが，生産者価格にも変化が現れている。
　茶期別生産者価格の推移を見ると（図 4参照），
一番茶，二番茶の価格は緩やかに低下しているが，
三番茶，四番・秋冬番茶の価格は 2005 年または
06 年以降，大きく低下しており，2010 年におけ
る三番茶の価格は，ピーク時の半分の約 400 円/
kg となっており，四番・秋冬番茶も同様に約
200 円/kg となっている。三番茶，四番・秋冬番
茶のような下級茶は，効率的に生産しコストを低
く抑えることができない限り，利益は得られない
ほど低価格になったのである。
　この鹿児島県産下級茶の生産者価格に近似して
いるのが，輸入茶である。上述したように，1990
年代後半以降，中国産緑茶の輸入が増加したこと
から，ここでは日本に輸入された中国産緑茶の価
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格と鹿児島県下級茶の生産者価格の推移を考察す
る。図 5 から明らかなように，2006 年以降，鹿
児島県下級茶と中国産緑茶の価格差が著しく縮小
している14）。
　上述したように，鹿児島県産茶は下級茶におい
て従来ならば考えられなかったほど価格が低下
し，中国産緑茶との価格差が著しく縮小したが，
これは先にみた茶園と加工工場の規模拡大によっ
て可能になったと言える。詳しいデータを示して
いないが，宮崎県の場合も，聞き取り調査による

限り，状況は大差ないとみられる。かくして，中
国産輸入茶葉に対する競争力が強化されてきたの
であろう。
　⑵　大手茶系飲料メーカーと原料茶葉供給企業

との取引
　もちろん，価格の低下だけで輸入茶葉に勝利し
たと判断するのは早計である。実際にどのような
取引を行うことによって輸入茶葉に対する優位性
を確立したのかも明確にしなければならない。そ
れゆえ，引き続いて，大手茶系飲料メーカーとの

図 4　鹿児島県における茶期別生産者価格の推移
（出所）『茶関係資料』日本茶業中央会，各年版。

図 5　鹿児島県産下級茶の生産者価格と中国産緑茶価格の推移
（出所）『茶関係資料』日本茶業中央会，各年版。
（注）1）両者とも荒茶の状態である。

2）鹿児島県産下級茶の生産者価格は，三番茶と四番・秋冬番茶の平均価格。
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取引関係を検討する。
　まずはHS社と大手茶系飲料メーカーとの取引
関係である。上述したように，HS社がある鹿児
島県 S市は，平坦部産地であり茶園の規模は拡
大しているが，出荷時期が遅い産地15）であるため，
出荷が早いほど高値がつく茶の市場では，品質が
良いにもかかわらず，市場に出しても十分に高く
評価されない状況にある16）。
　そういった状況におかれていることから，HS
社は，自社茶園と系列農家から調達した生葉を荒
茶加工し，そのほとんどを S市にある産地問屋
の H社に販売している17）。H 社は，大手茶系飲

料メーカー18）と取引しており，HS社で生産した
荒茶のほとんどを大手茶系飲料メーカーに販売し
ている19）。一般的には，茶は一番茶，二番茶，三
番茶と等級別に加工・販売されるが，HS社の自
社茶園と系列農家で生産した緑茶は等級別にかか
わらず，すべて緑茶飲料原料茶葉としてH社を
通じて，すべて大手茶系飲料メーカーに販売され
る。
　このように，HS社で生産した荒茶のほとんど
はH社を通し，大手茶系飲料メーカーに販売さ
れることから，HS社では大手茶系飲料メーカー
に販売する緑茶飲料原料用の荒茶を製造する場
合，加工工程を変えている20）。また，HS 社の一
部の自社茶園および一部の系列農家の茶園（自社
茶園約 30 ha，系列農家約 35 ha）には，大手茶系飲
料メーカーから圃場番号を付けられ，生産履歴を
追跡できるように管理されている。さらに，H社
から大手茶系飲料メーカーへは，固定価格で販売
されている。このような状況を考慮すると，HS
社と系列農家の茶園およびH社は，大手茶系飲
料メーカーと契約関係で結ばれているといえる
（図 6参照）。
　つぎに，A社と大手茶系飲料メーカーとの取
引関係を考察する。上述したように，A社があ
る宮崎県M市では，もともと茶が生産されてい
たが，茶産地として比較的平坦ではあるものの，

図 6　HS社から大手茶系飲料メーカーへの原料茶葉供給
（出所）HS社での聞き取り調査による（2011 年 7 月）。

図 7　A社と大手茶系飲料メーカーへの原料茶葉供給
（出所）A社および大手茶系飲料メーカーでの聞き取り調査による

（2011 年 7 月）。
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標高が高い（200 m 内外）こともあって，上述した
鹿児島県 S市と同様，他の平坦部産地と比較し
て出荷時期が遅い。それゆえ，M市の茶は品質
が良くても高値が付かない状況にある21）。
　このような状況にあるM市において，上述し
たようにA社の生産した茶は，すべて宮崎県M
市の農協に販売され荒茶加工される。A社と大
手茶系飲料メーカーも同様に，A社で生産した
緑茶は等級にかかわらず，すべて緑茶飲料原料茶
葉として農協に販売され，農協で加工された荒茶
は，すべて大手茶系飲料メーカー22）に販売され
ている（図 7参照）。
　つまり，A社の茶園およびM市の農協の加工
工場は，実質的に大手茶系飲料メーカーの契約茶
園および契約加工工場となっている。事実，大手
茶系飲料メーカーとA社および農協とは，10 年
間の契約23）を交わし，契約期間中ほぼ決まった
価格で取引することを約束している24）。
　以上の A社および農協と大手茶系飲料メー
カーの関係から考察すると，以下のような状況に
あると言える。
　上述したように，緑茶飲料原料用の茶を生産す
るために，A社が遊休農地を整地化し，摘採機
を利用することなどで効率的に生産している。ま
た，農協が大手茶系飲料メーカーへの販売のため
に，緑茶飲料原料用の加工機械を導入し，通常の
加工時間を短縮することでコストを下げている。
緑茶飲料の末端価格から考慮すると，緑茶飲料原
料の価格をなるべく低く設定する必要があり，そ
うした大手茶系飲料メーカーの要望に応えるため
には生産・加工においてコストを削減しなければ
ならないからである。
　このように，日本において緑茶飲料用原料茶葉
の供給が進展した背景は，平坦部産地を中心に茶
生産において原料茶葉の低位価格に対応しうる生
産体系を構築したことに加え，製茶企業（原料茶

葉生産会社）と大手茶系飲料メーカーとの間にお
いて，等級の区分にこだわらずに一括して長期・
大量取引を可能にする契約取引が実現できたから
にほかならない。すなわち，大規模化を核にした
生産者と製茶企業との連携，そしてその製茶企業
と大手茶系飲料メーカーとの契約取引，これらが
輸入茶葉に対する国産茶葉の勝利の要であると断
言できよう。

　Ⅴ． ま　と　め

　以上の分析・考察によって，国産茶葉を大手茶
系飲料メーカーの緑茶飲料用茶葉として販売する
ために重視すべき，以下の 2点が明らかになった。
　第 1は，茶園における生産の機械化，荒茶加工
工場の大規模化というかたちで，平坦部産地等に
おいて効率的な生産・加工を推進し，低位原料茶
葉価格を実現することである。
　第 2は，緑茶飲料原料茶葉を扱う製茶企業と大
手茶系飲料メーカーとが，全ての等級を込みにす
ること等によって，長期的な大量・一括取引を実
現することである。
　もちろん，これらの点と同時に，産地（生産者），
製茶企業，大手茶系飲料メーカー 3者の連携強化
が重要なことは改めて指摘するまでもない。
　ちなみに，低位価格とは言え，長期間安定した
価格は摘採機等の機械化が可能な産地であるなら
ば，産地の発展にとって決してマイナスではない。

　付　記
　本研究は日本農業市場学会「緑茶飲料原料の調
達方法転換による日本緑茶産業への影響に関する
研究」の助成を得た。調査にご協力いただいた企
業や関係機関のみなさまに感謝申し上げます。ま
た，内容は全て筆者自身の観点に基づく私見であ
り，何ら領事館の意見を代表するものではありま
せん。

　注

1）　根師（2010）参照。
2）　西他（2009），蘇他（2003），幸加木他（2003）参

照。
3）　加納他（2008）参照。
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4）　加納他（2009），加納他（2010）参照。
5）　本稿では，過去 5カ年の荒茶生産量平均順の上位
6位を主産府県とした。
6）　1人のオペレーターが運転し，もう 1人が摘採刃
の高さを調節する方式のものと，摘採刃の高さを自
動にしてオペレーター 1人で運転する方式がある。
畝が長いほど作業能率が向上するため，導入の前提
として基盤整備が必要となる。摘採機の他にも，施
肥深耕機，防除機がある。
7）　乗用型摘採機が導入される以前は，一般的に「可
搬型摘採機」が使用されていた。「可搬型摘採機」は，
手摘みの 60～90 倍の摘採能率があり，人的労働力
として最低 3人必要となる。一方，「乗用型摘採機」
は，1人が運転，1人が摘採刃の高さを調整する方
式のものと，摘採刃の高さを自動にして 1人で運転
する方式がある。両者とも従来使用されてきた「可
搬型摘採機」と比較して，摘採能率が約 2倍に増加
するため，栽培面積の維持・拡大が比較的容易であ
る。
8）　自社茶園からの調達であると，繁忙期に必要な荒
茶加工量を調達することができないため，系列農家
からも調達している。系列農家とは，正式な契約に
基づいて取引しているのではないが，昔からHS社
に茶を卸している農家のことである。
9）　にんじんは野菜ジュース，さつまいもは焼酎用と
なっている。さつまいもの場合は，短期間の転換作
物として位置づけられているが，今後，さつまいも
以外の転換作物が現れる可能性もある。ちなみに，
S市におけるさつまいもの栽培面積減少は，長期間
の転換作物で，利益率の高い茶へ移行しているから
と考えられる。
10）　1,000 万円を出資し設立した。
11）　遊休農地をA社に提供した農家に対して，1万
5,000 円/10 a 支払っている。
12）　年間 40～50 人従事しているが，常駐しているの
は 10 人である。
13）　緑茶飲料原料は，最終的な葉の形は関係ないた
め，最後の柔揉作業の一部分を省略していることか
ら，通常は 5時間かかる加工工程が，2.5 時間と短
縮している。
14）　詳しくは，Neshi, A. 他（2010）を参照。
15）　平坦部産地は，気候が温暖で新茶の出荷時期が
3月下旬から 4月と，他産地と比較して早い「温暖
早場地帯」，「温暖早場地帯」より出荷時期が少し遅
れるが機械化により大量かつ低コストで生産する
「畑作平坦地帯」，山間部にあり気候条件が冷涼であ

るため出荷時期は他の平坦部産地と比較して遅く，
また他の平坦部産地と比較して狭い耕地であるが集
約的に生産している「山麓傾斜地帯」に区分される
（鹿児島県茶商業協同組合（http://kagoshima-chasyo.
or.jp/index.html）参照）。
16）　鹿児島県内の茶市場における市況によると，取
引初日の 2011 年 4 月 4 日における煎茶の平均価格
は 5,249 円/kg であるが，翌日には 4,521 円/kg に
低下し，日を追うごとに平均価格は低下している。
詳しくは，JA鹿児島県経済連茶業部のHP（http://
chapion.net/）参照。このように，市場では早く出
荷すればするほど，高く取引される傾向が強い。茶
の値決めにおいては，昔から需要量と供給量の関係
だけでなく，質も関係するため，価格の評価は複雑
である。「品質がいい」ということの判断基準として，
官能評価があり，値をつける際には，官能審査が含
まれる。官能審査は人間の感覚によって茶の品質を
評価し，外観（形状・色沢）と内質（香気・水色・
滋味）について点数をつけて評価し，各項目の合計
点を総合的な評価とする方法である。しかも，従来
から品質を含めた上で値決めが行われていることに
加え，近年は品質に関係なく，早いものに対して高
値がつくなど，出荷時期も重要な要素になっている。
17）　HS 社と H社は兄弟で経営しており，もともと
は産地問屋のH社だけであった。
18）　1966 年にリーフ茶の仕上げ加工企業として創設
された。1985 年に業界ではじめて緑茶飲料開発に
成功し，その後，緑茶飲料の消費拡大に追随するよ
うに販売量を伸ばし，現在では緑茶飲料業界におい
て，販売量 1位を確保している。煎茶も扱っている
が，取扱金額の 9割は緑茶飲料である。この大手茶
系メーカーでは，自社の茶園や加工工場を所有せず，
生産や加工を 100 % 委託している。
19）　大手茶系飲料メーカーと直接契約を結んでいる
のは，H社のみであり，HS社及び系列農家とメー
カーは直接契約を結んでいない。
20）　抽出率を高くするために加工工程を変えている
が，詳しい工程は企業秘密となっている。
21）　15）の地帯区分によると，事例企業があるM市
は「山麓傾斜地帯」である。
22）　18）と同様。
23）　茶は永年作物であるため，10 年ほどの期間がな
ければ，投資した資金の回収ができないということ
で，契約期間が 10 年となっている。
24）　取引価格は平均 600～700 円/kg となっている。
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Business Relations between Green Tea Beverage Corporations
and Suppliers of Tea Ingredients in Japan

 Azusa NESHI (Consulate-General of Japan in Shanghai)
Hiroji FUJISHIMA (Tokyo University of Agriculture)

 　　Ingredients of green tea beverage are changing from Chinese-produced to domestic in recent years. This 
paper aims at fi nding the possibility that more domestic tea leaves will be used as the ingredients for green 
tea beverage. The results of the investigation are as follows.
　　One of the most important things is to grow tea leaves on a large scale with machinery for harvest in fl at 
tea plantations and to process the tea leaves in large-scale facilities in order to realize the supply of low-priced 
ingredients for green tea beverage.
　　Another important factor is to promote transactions based on the sales contract between the suppliers of 
ingredients for green tea beverage and the major tea beverage manufacturing corporations in order to 
stabilize the management of both the suppliers and the farmers.

 
Key words :  green tea beverage, ingredients, fl at tea plantation, large-scale
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